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　民主党と国民新党は、国家公務員人件費を2009年度当初予算の
額から２割削減することを目標として、さらなる歳出削減を進め
るため「行政改革実行法案」を衆議院に提出しました。
　法案は野田佳彦総理大臣を本部長とする「行政改革実行本部」
や、総理大臣の諮問機関として有識者による「行政構造改革会議」
の設置をします。
　また、平成26年度末までを集中改革期間を位置付けて、国有地
や独立行政法人の資産などを2016年度末までに売却し5,000億円以
上の収入を得ること、政府の行政刷新会議と行政評価局の統合を
検討することや、独立行政法人などへの天下り規制強化も盛り込
み、行政改革に取り組むことを義務づけています。
　社会保障と税の一体改革に対する国民の皆さまのご理解を深め
　

　

　

岩槻・浦和・緑・見沼で

武正公一とともに、より

良い地域を実現します！

松岡　耕一
まつおか こういち

昭和51年生まれ
民主党埼玉県第1区総支部幹事

緑区・県政担当

石田　昌生
いしだ まさお

昭和35年生まれ
民主党埼玉県第1区総支部幹事

緑区・市政担当

三神　尊志

みかみ たかし

昭和55年生まれ
民主党さいたま市議団

総合政策委員会副委員長
見沼田圃将来ビジョン委員会

小柳　嘉文

こやなぎ よしふみ

昭和40年生まれ
民主党さいたま市議団

市民生活委員会
見沼田圃将来ビジョン委員会

武田　和浩

たけだ かずひろ

昭和36年生まれ
民主党さいたま市議団

市民生活委員会
地下鉄7号線延伸事業化委員会

市議
(見沼区)

市議
(浦和区)

市議
(見沼区)

神崎　功
かんざき いさお

昭和30年生まれ
民主党さいたま市議団団長

民主党埼玉県連副代表
総合政策、議会改革推進委

原田　健太
はらだ けんた

昭和42年生まれ

高野　秀樹
たかの ひでき

昭和35年生まれ
民主党さいたま市議団副団長

市議
(緑区)

市議
(浦和区)

市議
(岩槻区)

民主党さいたま市議団政調会長
大都市行財政委員会委員長

文教委員会

　

行政改革実行法案、衆議院提出（４月13日）

　

浅野目 義英
あさのめ よしひで

民主党・無所属の会幹事長

昭和33年生まれ

県土都市整備委員会
予算特別委員会理事

井上　將勝
いのうえ まさかつ

昭和54年生まれ
民主党・無所属の会

環境農林委員会
予算特別委員会

県議
(浦和区)

県議
(見沼区)

民主党埼玉県第1区総支部

地方議員
並びに

県政・市政担当者

　

　３月30日の参議院本会議において、改正児童手当法が成立しま
した。この制度は2009年の政権交代後に成立・施行してきた子ど
も手当を参考に、自公政権時代の旧児童手当制度に比べて、多く
の子どもたちとその家庭をより一層支援できるようになりました。
　まず、支援対象を旧制度より拡大し、旧制度にはなかった中学
生や所得制限を超える世帯への給付も行うようになりました。ま
た、給付額についても、旧制度と比べ年齢や所得などに関係なく
5,000円の増額を行いました。
　支給の要件を子どもの国内居住（留学は含む）としながら、児
童養護施設の児童など、手当を必要とするすべての児童に手当が
届くように改善しました。
　また、保育料の特別徴収や、学校給食費などの本人の同意によ
る充当など、地域の実情に対応するための改善も行いました。
　ただ、６月の住民税の年少扶養控除が廃止に伴い、中高所得世
帯（妻が専業主婦、小学生以下の子供が一人）では負担増となる
ため、年少扶養控除の復活が検討課題として盛り込まれています
が、支給額の積み増しも含めて引き続き検討を進めていきます。
　また、平成24年度予算の復興特別会計の財源に子ども手当てを
見直したことで4,200億円を充てています。

改正児童手当法（３月30日成立）

　４月27日の参議院本会議で、郵政民営化法改正法案が民主党、
自民党、公明党各党などの賛成多数で可決、成立しました。
　それに先立つ４月６日の郵政改革特別委員会では、６名の提案
者を代表して武正公一議員が趣旨説明を行い、４月19日には参議
院においても提出者として趣旨説明を行いました。
　行きすぎたところのある民営化の分社化ロスを改善するため、
日本郵政グループの郵便局会社と郵便事業会社を合併し、現行の
５社体制を４社体制に再編することが柱の一つです。そして、国
民の財産である郵貯・簡保の安定化（ユニバーサルサービス）を
図ります。日本郵政の株式売却凍結を解除することにより、売却
益は６兆円とも言われ、東日本大震災の復興財源に充てることが
可能となります。そのためにも日本郵政の株式をできるだけ高い
株価で売ることが必要であり、国民負担を軽減するためにも日本
郵政グループのビジネスモデルが大切となってきます。日本郵政
グループ経営陣の凄まじい経営努力にも期待するところです。
　

郵政民営化法改正法案成立（４月27日）

　
　
るためにも、行政改革実行法案の成立にも全力で取り組みます。


